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１ はじめに

近年、政治学、経済学、法学、社会学、社会開発学、公衆衛生学（社会疫学）などの分野で、ソー

シャル・キャピタル（Social capital、以下 SC）という言葉が世界的に脚光を浴びつつある。わが国

の社会福祉学、殊に地域福祉の分野においても、制度的社会福祉で補完できない残余モデル（resid-

ual model）として、ソーシャル・キャピタルが注目されている。

筆者は、２００１年より、介護予防サービスにおけるソーシャルワークの独自性に関する研究を重ね

る上で、改正介護保険制度下における一般高齢者への介護予防サービスを限りある専門職だけで行

うのは困難であり、インフォーマルサービス（Informal service、以下 IS）との連携が必須であるこ

とを考えた際、SCの組織化（システム化）こそが介護予防サービスにおけるソーシャルワーカー

の重要な役割の一つではないかという仮説を構築するに至った１。

しかし、SCの概念や、ソーシャルワークと SCとの関係は、いまだ明らかにされていない。そ

こで本稿では、まず、先行文献研究により SCの概念整理を行い、次に、ソーシャルワークにおけ

る SCについて述べ、介護予防サービスを履行する際に SCをどう捉えるかを論じた上で、介護予

防サービスにおけるソーシャルワーカーの役割と SCとの関係について論考する。

２ SCの概念整理

� 先行文献研究による概念整理

SCは「社会資本」と直訳されるが、いわゆる道路などのインフラとしての物的資本ではなく、

人的資本を表わす言葉であるため、現在では「社会関係資本」と訳すのが一般的である。SCの定

義は、概ね「信頼」「規範」「ネットワーク」であるといわれている。しかし、その概念は、いまだ

明確に定まってはいない。

１９９０年代以降、SCが注目を集めるきっかけをつくったアメリカの政治学者ロバート．D．パッ

トナムは、イタリアの政治に関する研究『Making Democracy Work―Civic Traditions in Modern Italy』

（１９９３）２において、「社会資本は、調整された諸活動を活発にすることによって社会の効率性を改

善できる、信頼、規範、ネットワークといった社会組織の特徴」３だと述べている。本書において、

パットナムは、SCが豊かな地域の人々は信頼しあい、自発的に協力するため、民主主義が円滑に

介護予防サービスにおけるソーシャル・キャピタル
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機能すると論じた。

また、パットナムは、『Bowling Alone―The Collapse and Revival of American Community』（２０００）

では、地域のボーリングクラブには加入せずに一人で黙々とボーリングをしている孤独なアメリカ

人の姿を象徴とした母国アメリカの SCの衰退について触れ、アメリカでは、政治・市民団体・宗

教団体・組合・専門組織・非公式な社交などに対する市民の参加が減少していることを検証した。

そして、SC衰退の主な要因として、TVの台頭・女性の社会進出（役割の変化）・地理的流動性の

増加・ライフスタイルの変化・市民参加に関する価値観や行動の世代間変化などを指摘してい

る４。

しかし、SCという言葉が初めて使用されたのは、アメリカの農学校の州教育長 L.Jハニファン

の論文（１９１６）にさかのぼるといわれている。初期の SCは、農村や都市における健全なコミュニ

ティの形成・維持に不可欠な良好な人間関係として捉えられ、その後、７０年代に入ってから、アメ

リカの経済学者ラウリー、フランスの社会学者ブルデュー、アメリカの社会学者コールマンらによっ

て主として個人に注目した SC論が展開され、やがてパットナムの研究に引き継がれたのである５。

ここで注目すべきは、最初、健全なコミュニティ論に端を発し、「地域」レベルで考察されていた

SC論が、やがて、「個人」の行動に注目した社会学の分野の研究に継承されていく経緯にある。

パットナム以降、SC研究は、F．フクヤマ６、W．ベイカー７、マイケル・ウールコック８、ナン・

リン９、ロナルド・バート１０などによって熟成され、更に、世界銀行（World Bank）や OECDによる

定義も唱えられていった。これらの先行研究による SCの定義を時系列的に表にまとめると、以下

の表１ようになる１１。

表１ SCの定義に関するレビュー

L. J.ハニファン（１９１６年） アメリカ・教育者 学校が成功するためには地域社会の関与が重要であ
るが、コミュニティ発展のためには、仲間意識・共
感・社会的交流の蓄積が必要であり、それらが SC

である

J.ジェイコブズ（１９６１年）カナダ・都市計画論者 建築学・都市社会学的な視点から都市開発への問題
を提起し、近代都市における隣人関係などの社会的
ネットワークを SCと表現した

ラウリー（１９７７年） アメリカ・経済学者 アメリカにおいて白人と有色人種を比較した場合、
白人の方が生まれた時点から人的資本獲得に有利な
環境がある利点を指摘し、それを SCとした

ブルデュー（１９８６年） フランス・社会学者 人間の日常的現実的なコミュニケーション活動に着
目し、その円滑化のための資本として文化資本や SC

（当人に何らかの利益をもたらす形で社会化された
人間関係の総体。例えば「人脈」や「コネ」「顔の
広さ」）を定義

コールマン（１９８８年） アメリカ・社会学者 SCとは、社会構造のある局面から構成されるもの
であり、その構造の中に含まれる個人に対し、ある
特定の行為を促進するような機能をもっているもの
である
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以上、主に経済学、政治学、社会学の先行研究をレビューすることにより、概念整理を試みた。

近年では、公衆衛生学における社会疫学の分野でも、SCの概念が注目されている。イチロー・

カワチは、日本人の平均寿命が世界一であるのはなぜであるのかを考えるにつけ、国内総生産に占

める医療費の割合・GDPの割合・可処分所得・家の広さ・喫煙率・飲酒傾向・遺伝的要素などの

日米比較をしても決して日本がアメリカに勝っているわけではないことから、日本人が健康で長生

きする理由は、社会内部における経済格差（アメリカで高く日本で比較的低い）、地域や職場にお

ける社会的結束（日本で高くアメリカで低い）にあるのではないかという仮説を立て、SCが豊か

で尚かつ経済格差が少ない地域ほど健康な人が多いことを実証的に立証する研究を行い、仮説を検

証している１２。

公衆衛生学の分野には「ソーシャルネットワーク（social network）」もしくは「社会的ネットワー

ク」という概念があるが、その概念といわゆる前述の先行研究にあった社会や地域におけるネット

R. パットナム（１９９２年） アメリカ・政治学者 SCとは、協調行動を活発にすることによって社会
の効率性を改善しうる信頼、規範、ネットワークな
どの社会組織の特徴である

F.フクヤマ（１９９５年） アメリカ・社会学者 SCとは、信頼（コミュニティの他のメンバーが共
有している規範に基づいて規則正しい正直で協調的
な行動をとると考えられるような、コミュニティに
おいて生じる期待）が社会全体あるいは社会の特定
の部分に広く行き渡ることから生じる社会の能力で
あり、集団を構成するメンバーの間で共有されるイ
ンフォーマルな価値あるいは規範の集合である

世界銀行（１９９６年） SCとは、社会的なつながりの量・質を決定する制
度、関係、規範である。社会的なつながりは、経済
の繁栄や経済発展の持続に不可欠である。SCは、
単に社会を支えている制度ではなく、社会的つなが
りを強くするための糊の役割を果たしている

W.ベイカー（２０００年） アメリカ・経済学者 SCは、個人的なネットワークやビジネスのネット
ワークから得られる資源であり、情報・アイデア・
指示方向・ビジネスチャンス・富・権力や影響力・
精神的サポート・善意・信頼・協力をさす

M.ウールコック（２０００年） アメリカ・経済学者 SCとは、協調行動を容易にさせる規範・ネットワー
クである

N.リン（２００１年） アメリカ・社会学者 SCは、市場における見返りを期待してなされる社
会的関係への投資であり、目的を持った行動のため
にアクセスしたり動員されるもので、活用される社
会構造のなかに埋め込まれた資源である

OECD（２００１年） 規範や価値観を共有し、お互いを理解しているよう
な人々で構成されたネットワークで、集団内部また
は集団間の協力関係の増進に寄与するものが、SC

である

R.バート（２００５年） アメリカ・社会学者 関係構造における個人の位置づけによって創造され
る利点が SCである

（東、稲葉などの文献を参考にして筆者作成）
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ワークとの厳格な差異については、まだ議論が尽くされていない。公衆衛生学の分野では、SCを

ネットワークよりマクロな視点で捉えた概念と考えている１３。また、いわゆる個人の人脈のような

個人レベルの SCとの峻別に関する定義も、いまだ明瞭ではない。カワチは、社会的ネットワーク

以外の部分を個人 SCと呼び、個人レベルの SCはソーシャルネットワークを含まないという視点

に立脚している。各分野で、若干の定義の齟齬がある現状においては、個人 SCという言葉を用い

る際に、当面は、社会的ネットワークを含めているかいないかをその都度明示する必要があるだろ

う。

更に、鹿毛は、SCの概念がパットナムによって社会学の分野から政治学へ輸入される過程にお

いて質的な変容を遂げたと述べ、社会学では個人の人脈などを SCとみなし個人と社会経済的地位

などの相関をみる個人レベル（ミクロ）の変数による研究が主であったのに対して、イタリアの州

制度改革を題材にしたパットナムの研究は州ごとに集計された SCの指標と州のパフォーマンスと

の相関をみる地域レベル（マクロ）変数による研究であり、SCが地域や集団に蓄積されていくと

いう考えを強調した新しいものであるとしている１４。SCをマクロの視点で捉える立場は、公衆衛生

学の定量的研究においても主流となりつつある。

� SCの類型

�「橋渡し型」SCと「結合型」SC

以上、SCの概念を、先行研究をレビューすることによって整理した。次に、SCの類型について

言及してみたい。SCを類型化して論じる基本概念の一つに、ナラヤン［Narayan, D. (1999) Bonds and

Bridges: Social capital and proverty, Proverty Group, PREM, THE World Bank］が提唱した「ブリッジン

グ（橋渡し型）」と「ボンディング（結合型）」がある。

「結合型（bonding）」は、組織内部の人と人の同質的な結びつきで、内部に信頼や協力を生むも

のであり１５、大学の同窓会や、地縁の深い結びつきなどがこれに当たる。強いきずな、結束によっ

て特徴づけられ、「内部志向的」であるため、この性格が強すぎると、閉鎖的で排他的になりがち

である。

一方で、「橋渡し型（bridgring）」は、異質なもの同士を結びつけるものであり、NPO法人の活動

などは、これに該当する１６。ボンディングに比べ、弱く薄い結びつきではあるが、より開放的、横

断的であって１７広い互酬性を生み「外部志向的」である。

�「垂直型」SCと「水平型」SC

一方、参加組織の類型により分類する「垂直型」と「水平型」という類型もある。

「垂直型」は、政治関係の団体や会、業界団体・同業団体、市民運動・消費者運動、宗教団体な

どの内部に垂直的な上下関係のある団体をさし、「水平型」は、ボランティアグループ、スポーツ

関係のグループやクラブ、町内会・老人クラブ・消防団、趣味の会などの、上下関係や主従関係の

ない水平的な関係の団体をさす。

�「構造的」SCと「認知的」SC

更に、SCの構成要素の特徴に着目した類型として「構造的（structural）」SCと「認知的（congni-
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tive）」SCがある［Kishna, A and Uphoff, N. (1999) Mapping and measuring social capital, Social Capital In-

itiative Working Paper no. 13, Washington D.C.: The World Bank.］。

「構造的」SCは、いわゆる役割、ネットワーク、規範などをさし、「認知的」SCは、個人の心理

的な変化等に影響を与える規範、価値観、心情などである。これらは、相互補完的であり、構造的

要素を維持しているのが認知的要素であり、認知的要素は構造的要素により、強化、再生産されて

いる。

� 日本における SC研究の経緯

�開発学、経済学の分野での研究経緯

わが国において、SC研究が活発になってきたのは今世紀に入ってからである。まず２００１年に、

社会開発学の分野で、佐藤寛らが『援助と社会関係資本―ソーシャル・キャピタル論の可能性』ア

ジア経済研究所、を上梓したことに始まる。その後、２００２年に、稲葉、大守、宮川が SCに関する

論文１８を発表したのを皮切りに、２００３年には山内も発表１９。山内は同年、内閣府国民生活局『ソーシャ

ル・キャピタル―豊かな人間関係と市民活動の好循環を求めて―』の座長も務めている。

２００３年９月に発行された『ESP（ECONOMY SOCIETY POLCY）No３７７―豊かな人間関係と市民

活動の好循環を求めて』において「ソーシャル・キャピタル論の意味するもの」と題した巻頭言で、

宮川は、同年３月に開催された内閣府経済社会総合研究所が主催した国際フォーラム「日本経済再

生のための社会的基盤―ソーシャル・キャピタルの視点から―」について触れ、SCによる経済や

政治の再生に期待をかける由を述べている。また、同書において東は、SC研究が急速に進展して

いる理由として「世界的な『信頼』再構築の必要性」があることを述べた上で、日本においては「地

方分権の時代、地域の民主主義のあり様についてセクターを越えた議論が必要となっており、新た

な『市民社会』の実現という大きな課題の前に『ソーシャル・キャピタル』へのニーズが高まるの

は当然なのかもしれない」として、NPO等非営利セクターへの期待を論じている２０。同書で企画さ

れた「市民活動は日本経済を活性化するか」という座談会の冒頭には「経済の成長・発展にとって

ソーシャル・キャピタルの重要性が指摘されており、経済学、経営学、政治学、社会学、教育学な

どを結びつける新しい学際的なトピックになりつつあります。日本経済再生という観点からも、ソー

シャル・キャピタルに注目が集まりつつあります。またソーシャル・キャピタルを形成する上で、

NPOや市民活動の役割が重要視されてきています」と書かかれており（前書 p４）、SCが豊かな地

域は、経済的にも豊かになるという海外の実証研究を踏まえた経済再生のキーワードとして、SC

が注目されていった経緯がうかがえる。

やがて、２００５年以降になると、稲葉らが次々と SCに関する論文を発表する２１。稲葉は２００７年に

著した著書『ソーシャル・キャピタル―「信頼の絆」で読み解く現代経済・社会の諸問題』におい

て、SCの定義について「ソーシャル・キャピタルは、信頼・規範などの『価値観』と、個人や企

業などの具体的な関係である『ネットワーク』の２つに分けることができる」とし「前者は、社会

や広範なグループに関するものである場合が多いが、それらは多くの場合、対象となるメンバー全

体への信頼や規範であり、特定の個人に対する信頼・規範ではない。こうした社会全般に対する信
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表２ 稲葉のSC定義

私的財としてのソーシャル・キャピタル 個人間ないしは組織間のネットワーク

公共財としてのソーシャル・キャピタル 社会全般における信頼・規範

クラブ財としてのソーシャル・キャピタル ある特定のグループ内における信頼・規範（含む互酬性）

（出典：前書 p６）

頼・規範などは、公共財の性質を持っている」と述べ、更に「後者は、基本的に個人や企業などの

間に存在するため私的財としての性格を持っている」と論じている。また、「ネットワークが特定

の規範と結びつくと、特定のメンバーの間だけで消費の非競合性を持つクラブ財としての性質を持

つ」とも述べ、「『社会における信頼・規範・ネットワーク』という定義は、狭義の定義（私的財）

『ネットワーク』、広義の定義（公共財）『信頼・規範』、さらに両者の中間（クラブ財）としての

『特定のネットワーク間の信頼・規範』の３つに分類でき」「クラブ財としてのソーシャル・キャ

ピタルはその規範の内容として互酬性を含んでいる」とする独自の定義を論述している。

稲葉は、前書において、経済の分野はもちろん、教育分野においても SCが豊かな地域では不登

校が少なく校内暴力も少なくて中途退学率も低いことなどを日本の都道府県別データを用いて示

し２２、更に、健康と SCの関連についても述べ、活発な活動をしている高齢者が多い都道府県は医

療費負担が低いことなどを指摘している２３。

�公衆衛生学、社会福祉学の分野での研究経緯

一方、わが国における公衆衛生学の分野、殊に、社会疫学の分野においてもカワチと同様の実証

研究が行われている。近藤らは、愛知県内を中心とする３県１５自治体の高齢者３２８９１人を対象とし

て、２００３年より、自記式アンケート郵送回収調査法により、「主観的健康感」」「飲酒・喫煙歴」「教

育年数」「等価所得」「治療中の疾病の有無」「内服薬数」「転倒歴」「咀嚼力」「BMI」「聴力障害」

「視力障害」「排泄障害」「抑うつ傾向」「認知症の傾向」「睡眠の状況」「一日当たりの平均歩行時

間」「外出頻度」「友人との交流」「社会的サポート」「会参加」「就労」「家事への従事」と「SCに

関する指標」（「人は一般に信頼できると思いますか」などの設問）などに関する調査を行い、うち

東海地方の５市町２４３７４人の一般高齢者に対しては、約５割の被調査者から回答を得て、縦断研究

を行っている２４。その結果、やはり、ソーシャル・キャピタルが豊かな地域では健康度が高いとい

う結果が得られた２５。

社会福祉学の分野でも、２００５年に、野口定久が『日本の地域福祉』（日本地域福祉学会）の巻頭

言として「地域福祉の未来へのシナリオ―ソーシャル・キャピタルの視点―」と題し、地域福祉の

未来を開くシナリオの一つとして、失業率を減少させ、犯罪抑止効果もあり、健康増進や出生率を

向上させ、教育にも有効で、人間関係資本の蓄積にも効果のある SCを高めることの重要性を述べ

ている。「『人間関係資本』が蓄積された」「ソーシャル・キャピタルの豊かな地域」とは、どんな

地域であるかということについて、野口は「ボランティア活動や市民活動に積極的にかかわってい

る人は、社会的意識が高く生活態度もポジティブで、地域の問題解決能力を高めていて、自分の住

むコミュニティを誇りに思い、地域を良くするようなアイデアを出せるような住民であり、地域づ
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くりのリーダーシップをとれる住民でもあり、介護や子育てなど人々の日常生活の困難を支えあえ

る住民であり、そういう住民がどれだけいるかが SCの豊かな地域社会ということになる」と述べ

ている。また、野口は「一定の地域内での SCの強さだけに目標が向く傾向には、ややもすると内

向きや排他的な SCが形成されないように留意する必要がある。それに固執するとコミュニティの

分断や対立を招く恐れがある」と、ボンディングな SCのはらむ危険性についても触れている。

野口の論点で括目すべきは「今までの地域福祉の方法論では、地域社会の SCと新しい市民活動

の SCを別々に見てきたが、これからの持続可能な地域コミュニティの形成には、これらの両者の

SCを結合させていく方法をとる必要がある」と論じている点にある。つまり、概念上は相容れな

いはずのボンディングな SCとブリッジングな SCを、現実社会においては融合させることが現在

の地域福祉の課題であるというのである。なぜならば、「現在では、自治会や町内会、婦人会や老

人会などの地縁組織への加入率が大都市部でも地方の集落においても低下し衰退化が著しい」から

であるという。野口は、更にその試論の具体的な事例として「伝統的な地縁組織を NPOとして再

生させる試み」を行った実践活動を紹介している。具体的には「岐阜県山岡町で合併前に NPO法

人として発足した全世帯加入の『まちづくり山岡』」の事例に触れている。「まちづくり山岡」は、

町が独自に行ってきた特色ある事業を、全世帯加入というまさにボンディングな状態で、NPO法

人というブリッジングな SCに引き継ぎつなげるという新しい取り組みを行っている。

野口は「地域コミュニティの新たなニーズに応える NPO法人を自ら設立し、運営するというよ

うに、地縁組織と NPOが連携・融合して新たな SCの形成への期待がふくらむ。これらの動きは

『互酬性の制度化』と言い換えることができる」とも述べている。互酬性の制度化とは「伝統的な

互酬の仕組みを、新たな市民活動や NPOに結合させ、地域の自然や伝統文化などの居住資源と新

たな市場を結びつけ、現代的な市場経済のなかでも機能するように制度化していく試みである」と

いう。「すなわち、SCと市民活動の関係とは、一般市場で交換されにくい地域内の介護や障害者の

自立支援、子育て支援といったボランティアや相互扶助的なサービスの交換形態を、伝統的な互酬

慣行の再活用によって、現代社会に適応可能な形態で制度化し、一定の範囲の地域社会に準（疑似）

市場を形成し、より強固で安定した SCをそれぞれの地域社会で形成する目的指向型の集合的営為

である」として巻頭言をしめくくっている。

その後、所めぐみが「ソーシャル・キャピタル概念と地域福祉についての一考察」（２００７）『龍谷

大学社会学部紀要第３０号』において、ハニファン、ジェイコブズの SC理論を「コミュニティ」に

着目したものとして整理し、「個人」に注目した SC理論として、ラウリー、ブルデューの理論を

あげている。更に、SCは社会を分化するメカニズムであると捉えるブルデユーと対する理論とし

て、SCは社会における人々のつながり・結びつきを強める機能をもつと捉えたコールマンの理論

も紹介している。また、パットナムとコールマンの論点の違いを比較し、いずれも SCを社会にお

ける結びつきと捉えているものの、コールマンは、SCは個人に帰属するものであると捉え「個人

の利益」が争点になっているのに対し、パットナムは、個人ではなく社会のありようをはかる「市

民社会度（civicness）」としてみている点の差異に着目して概念整理を試みている。
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川島ゆり子も「ソーシャル・キャピタル論の社会福祉研究への援用―地域を基盤とする社会福祉

実践の展開に向けて―」（２００８）『日本の地域福祉第２１巻』日本地域福祉学会、において地域を基盤

としたソーシャルワークとしてどのような介入を展開していくべきかを考察する際に依拠する理論

として SCをあげ、先行文献をレビューした上で自論を展開しているが、公衆衛生学の文献レビュー

が全くなく SCの概念整理にも我田引水的な偏りがあり、論理に飛躍がみられる。また、川島の述

べる個に焦点を当てた SCに関する地域研究を行うという視点は、マクロレベルでの実証研究が主

流となっている SC研究の地域分析の流れにそぐわない考察であるかのように思われる。

更に、川島は地域福祉政策・実践に SC概念を導入する場合に、どのような点に着目する必要が

あるのか、また、学際的な SC論の発展に地域福祉から今後、どのような貢献ができるのかとう点

についても述べている。いずれにしても、SC論は、ローカルガバナンスの理念と共に、今後、日

本の地域を支える二大理論になっていくことは間違いない。

３ ソーシャルワークにおける SC

ソーシャルワークと SCの関係について初めて学術雑誌で論じたのは、牧里毎治であろう。牧里

は、２００７年の『ソーシャルワーク研究１３０ Vol．３３ No．２ Summer』（相川書房）の巻頭言におい

て、社会福祉実践における SCとは「家族関係や近隣関係、職場関係などの一口に社会関係と呼ば

れる人間関係のストック（資産、財産）」を指すとし、それらが崩壊しつつあることが「欝病、引

きこもり、家庭内虐待、保険金目当ての殺人事件などを招き、家庭外では児童の誘拐・殺人、暴力

事件から政治的テロまでを惹起させる誘因になっている」と述べている。そして「対話しコミュニ

ケーションの力を回復させる専門職がソーシャルワーカーだとすれば、社会関係資本の価値が減殺

されないように、いやストックが蓄積されるように仕事をするのが社会福祉士なのだと思う」とソー

シャルワーカーの役割にも触れている。更に「個人と環境を媒介する援助は、ニーズと資源を結び

つけることを通じて具体化されるものではあるが、信頼や連携、協働を生み出す元手（資本）がな

ければならない。物質的ニーズや介護ニーズを満たすサービス資源探しだけでなく、協働したいニー

ズや社会貢献したいニーズを充足させる参加型の援助関係資源づくりも必要ではないか」と、SC

論によって、従来のニーズの定義の枠を広げる提案もしている。

その他、社会福祉学の文献で、SCについて触れた文献は、いずれも２００７年に発表されたもの２６で

あり、論者は野口である。野口（２００７c）においては、平野隆之と小林良二も若干、SCについて触

れている。平野は、地域福祉計画の評価技法について述べ「いわゆるソーシャル・キャピタルなど

の人間関係資本の成熟や構築をどう評価するか」は、いまだ挑戦段階にあるとしている（前書 p３０）。

また、小林は「地域福祉計画の立案・実行プロセスにステークホルダーとして参加するのは、地

域福祉に関心をもつ住民をはじめ行政や社協、福祉関係団体や各種住民組織、および NPOやボラ

ンティア団体などのソーシャル・キャピタルを構成するものである」として、「福祉関係団体や各

種住民組織、NPOや地域のボランティア」を「SCを構成するもの」として捉えている。それは、

地域福祉学会内では一般的な理論ではないかと思われるが、公衆衛生学、経済学の分野における SC
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の概念整理や、SCを構成する要素の概念整理が完成するのを待って比較検討したい。

筆者も概ね小林の論に追随しており、川島典子（２００９）「地域福祉と福祉サービス」『現代社会と

福祉』学文社（p１４２）においては、ボランティアである「民生・児童委員」を SCの構成要素と捉

えて「民生委員は、いわゆる地域のボランティアであるが、独居高齢者の孤独死の予防や、児童虐

待の早期発見などに貢献する有効なソーシャル・キャピタルとしての期待は大きい」と論じた。

また、ソーシャルワークにおける SCについて語る際、公衆衛生学の分野でも問題になっている

「ネットワーク（network）」の概念に必ず触れなければならない。ソーシャルワークにおいても「ネッ

トワーク」という概念はあるが、公衆衛生学のそれや、SCを語る時のそれとは、若干、異なる。

ソーシャルワークにおける「ネットワーク」とは、牧里によれば、ソーシャルワークの一つの技法

である「ネットワーキングの目標であり対象」であって「個人に焦点を置いたパーソナルなミクロ・

ネットワーク、当事者組織や仲間集団を意味するメゾ・ネットワーク、職業上の延長線上で展開さ

れる社会制度的な連携組織を指すマクロ・ネットワークに分けられる」という２７。

また、社会福祉学では「ソーシャルサポートネットワーク（social support network）」という用語

も頻用するが、この用語の定義も周辺諸領域のソーシャルネットワークとは違う社会福祉学独自の

ものであり、「日常のニーズに対して支援を提供する人々のネットワークで、その構成員には、家

族、親族、友人、隣人、職場の同僚、ボランティアなどインフォーマルなサポートの提供者とフォー

マルなサポートを提供する公的機関や民間組織の専門職が含まれる」と定義されている。ちなみに

「ソーシャルネットワーク」とは「個人のもつ社会関係の構造」であり「ソーシャルサポート」と

は「有益とみなされるネットワークから得られる支援」であり、「ソーシャルサポートネットワー

クは、ソーシャルサポートとソーシャルネットワークという二つの概念を含んでいて、ソーシャル

ネットワークは社会関係の構造的側面に着目した概念であるのに対し、ソーシャルサポートは機能

的側面に着目した概念として区別される」２８。いずれにしても、SCの概念において議論されている

ネットワークとは、若干、定義が異なるのである２９。

SCをソーシャルワーカーがどのように駆使するかについては、筆者も、牧里と同意見であるが、

更に加えて、SCの構成要素である地域のボランンティアなどの見えざる資本を発掘し、それらを

システム（組織化）していくのも、ソーシャルワーカーの重要な役割ではないかと考えている。

４ 介護予防サービスにおけるソーシャルワーカーの役割と SC

� 介護予防サービスにおける SCに関する先行研究

それでは、具体的に、筆者の研究テーマである介護予防サービスと SCの関係について論述して

みたい。

その前にまず、介護予防サービスと SCについて論じた先行研究について述べる。介護予防サー

ビスと SCの関係について論及した先行研究はいまだ少ない。唯一、平井寛が興味深い研究を行っ

ている。平井は、愛知県知多半島のＴ町において、２００７年５月より、ふれあい・いきいきサロンを

つくることによって（ここでは、このサロンをつくる行為を「介入」という）、�個人の信頼・規
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範・ネットワークは介入で変えられるか、�その直接的・間接的効果で地域の SCを高くすること

ができるか、�地域 SCが高くなることで地域全体の健康状態は良くなるか（つまり、SCが豊か

になれば、介護予防に効果があるのか？）を、研究の目的として、３年間にわたり縦断調査を行っ

た。

その結果、「サロンに参加したことで友人の数が増えた」と答えた高齢者は、サロン参加者で

５１．５％、非参加者で５３．３％だった。また、「新しい友人ができた」と答えた人は、サロン参加者で

１６．８％、非参加者で７．３％だった。『信頼の変化』に関しては、「あなたの地域の人々は一般的に信

頼できると思いますか」という設問に対し、「１．とても信用できる」から「５．全く信用できな

い」までの五段階で回答してもらった結果、「信頼が高まった」または「とても信頼できる」を維

持した高齢者は、サロン参加者で２８．７％、非参加者で２４．０％だった。また、助け合いの『規範の変

化』に関しては、「あなたの地域の人々は、多くの場合、他の人の役に立とうとすると思いますか」

という設問に対し、「１．とてもそう思う」から「５．全くそう思わない」までの五段階で回答し

てもらった結果、「規範が高まった」または「とてもそう思う」を維持した高齢者は、サロン参加

者で３１．１％、非参加者で２０．９％だった。

これらの調査の結果、介入地域と非介入地域を比較すると、「新しい友人の有無」は、平均で、

介入地域が９．０人、非介入地域では５．８人と、やはり介入地域の方が多い。また、『信頼の規範の変

化』に関しては、「あなたの地域の人々は一般的に信用できると思いますか」という問に対し「信

用できる」と回答した人の割合が、介入地域は６９．０％から７０．２％に増えたのに対し、非介入地域で

は６６．０％から６５．８％に減った。『規範の変化』に関しては、「あなたの地域の人々は多くの場合、他

の人の役に立とうとしますか」という問に対し、「そう思う」と回答した人の割合は、介入地域で

５１．０％から５０．３％になり、ほぼ横ばいだったのに対し、非介入地域では、５０．２％から４５．６％に減っ

たという。

これらの結果から、平井は、�サロン参加者は非参加者に比べ「新しい友人が増えた」と回答す

る割合が高い、�サロン参加者は非参加者に比べ、助け合いの規範が高くなった者、高い状態を維

持した者が多い、などの結論を得たという３０。

平井の研究のみから断定することは危険だが、何らかの介入をすることによって、ある程度 SC

は豊かになると判断してもよいのではないか。SCが豊かであれば、健康な高齢者が増える（要介

護状態になる人は少なくなる）ことは既に、近藤やカワチの先行研究によって立証済みである。従っ

て、ソーシャルワーカーが、SCを豊かにするような役割を担うことが、結果的には介護予防につ

ながるはずである。

では、ソーシャルワーカーは、具体的にどのような役割を担って、SCを豊かにすればよいので

あろうか。次節では、その点について仮説を立て、それを立証する方法について述べたい。

� SCに着目した介護予防サービスにおけるソーシャルワーカーの役割

平井の研究結果からも、介入をすることが SCを豊かにして要介護高齢者を増やさず、介護予防

につながるであろうことがわかるが、筆者は、ソーシャルワーカーが、地域のボランティアや NPO
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法人などのいわゆる SCの構成要素を組織化（システム化）していくことがソーシャルワーカーの

重要な役割であり、そのシステム化が進んでいる地域と進んでいない地域では、SCの豊かさも異

なり、一般高齢者の健康状態の度合いが違うのではないかという仮説を立てた。その仮説が検証さ

れれば、地域包括支援センターや、社会福祉協議会（以下、社協）のソーシャルワーカーが地域に

潜在的にある SCの構成要素を発掘し、組織化（システム化）することがソーシャルワーカーの重

要な役割であることが立証できるはずである。

改正介護保険制度が施行され、在宅介護支援センターが地域包括支援センターに移行してから

は、従来、在宅介護支援センターで行っていた一般高齢者に対する介護予防教室を行い難い現状が

散見される。三職種連携の下に行うべく改正介護保険法で定められている地域支援事業も、地域包

括支援センターに配属されている保健師は要支援者と軽度の要介護者の介護予防マネジメントに追

われ、社会福祉士も高齢者虐待や困難事例の相談業務に忙殺されているため、数に限りのある専門

職だけで一般高齢者に対する介護予防サービスを行うのは困難を極める。そういった点において

も、地域の SCを豊かにし構成要素となる人的資源（IS）を育てていくことが、今後、ソーシャル

ワーカーの重要な役割になるであろう。

そこで、現在、実際にソーシャルワーカーが地域システムの構築化に介入し、NPO法人や地区

社協などの地域に既存する集団の組織化をスーパーバイズして社会資源のネットワークづくりを示

唆したケースとそうではないケースを比較検討する縦断調査を行っている。具体的には、島根県松

江市の二地区社協と、福岡県筑紫野市の二つの「ふれあい・いきいきサロン」において、平井と同

じ調査票を用いて比較検討をする調査を約１３０名の高齢者を対象に行っている。

本研究は、介護予防サービスにおいて、ソーシャルワーカーは何を対象にし、いかなる視点から、

どのような方法で何を実践するかを体系化し、最終的には、介護予防サービスにおけるソーシャル

ワークの独自性を抽象的に普遍化する研究の一部でもある。

５ まとめと今後の課題

以上、近年、脚光をあびているものの、その概念が各分野で微妙に異なる SCの概念整理を先行

文献研究によって行い、更に、日本における SC研究の歴史的経緯を、各学術分野ごとにまとめた。

介護予防サービスと SCの関係は密接で、SCが豊かになれば要介護者が減るであろうことが予

測されるため、ソーシャルワーカーは、より SCが豊かになるような介入を行なわなければならな

い。そのためには、SCの構成要素である地域のボランティアなどの ISを、ソーシャルワーカーが

システム化していくことが肝要であると思われる。その仮説を検証する研究を単一事例実験計画法

によって行っているが、更に調査の精度を高めるために、集団比較実験計画法による調査も行いた

い。

また、調査対象地も、SCが最初から豊かであった地域と豊かでない地域（内閣府の調査による

と、具体的には豊かな地域は長野県、島根県など。豊かでない地域は福岡県、大阪府など）の双方

に広げ、さまざまな交絡因子も考慮した分析を行っていくことが、本研究の今後の課題である。
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